
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 期 宇美町総合戦略の評価・検証 

 

（令和 2 年度～令和 3 年度） 
 

 

 

 

 

 

                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１．人口の状況 

 
図表１ 宇美町の人口および人口動態 

 第１期総合戦略 第 2 期総合戦略 

項目 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ31－Ｈ27 Ｒ2 Ｒ3 

自

然 

増

減 

出生者数 317 人 289 人 256 人 278 人 272 人  266 人 264 人 

死亡者数 331 人 376 人 377 人 343 人 386 人  369 人 376 人 

増減 △14 人 △87 人 △121 人 △65 人 △114 人  △103 人 △112 人 

社

会 

増

減 

転入者数 1,618 人 1,577 人 1,676 人 1,736 人 1,852 人  1,848 人 1,689 人 

転出者数 1,782 人 1,768 人 1,601 人 1,622 人 1,781 人  1,668 人 1,601 人 

増減 △164 人 △191 人 75 人 114 人 71 人  180 人 88 人 

住民基本台帳人口 

（各年 10/1 現在） 

37,591 人 

（△178 人） 

37,313 人 

（△278 人） 

37,267 人 

（△46 人） 

37,316 人 

（49 人） 

37,273 人 

（△43 人） 
△318 人 

37,350 人 

（77 人） 

37,326 人 

（△24 人） 

統計人口 

（各年 10/1 現在） 

37,927 人 

（－） 

37,649 人 

（△278 人） 

37,603 人 

（△46 人） 

37,652 人 

（49 人） 

37,609 人 

（△43 人） 
△318 人 

37,671 人 

（62 人） 

37,647 人 

（△24 人） 

年

齢 

構

成 

年少人口 5,529 人 
5,437 人 

（△92 人） 

5,403 人 

（△34 人） 

5,398 人 

（△5 人） 

5,403 人 

（5 人） 
△126 人 

5,331 人 

（－） 

5,291 人 

（△40 人） 

生産年齢 

人口 
23,538 人 

22,933 人 

（△605 人） 

22,659 人 

（△274 人） 

22,360 人 

（△299 人） 

22,008 人 

（△352 人） 
△1,530 人 

21,789 人 

（－） 

21,600 人 

（△189 人） 

老年人口 8,845 人 
9,267 人 

（422 人） 

9,533 人 

（266 人） 

9,894 人 

（361 人） 

10,201 人 

（307 人） 
1,356 人 

10,408 人 

（－） 

10,615 人 

(207 人) 

年

齢

構

成

比 

年少人口 14.6％      14.2％  

生産年齢 

人口 
62.1％      58.2％  

老年人口 23.3％      27.7％  

 

「福岡県の人口と世帯年報」より加工、集計。（集計期間は各年 10 月 1日から翌年 9 月 30 日） 

 ※年齢構成比は、国勢調査による。（令和２年は年齢不詳補完値による算出） 

 

（人口及び人口動態に関する総括） 

宇美町の人口は、第 1 期総合戦略の始期（平成 27 年から平成 28 年）にかけて大幅に減少したが、平成 29 年にはその減少に歯止め

がかかり、第 1 期総合戦略の終期（平成 30 年～31 年）から第 2 期総合戦略の令和 2～3 年にかけては、微増、微減を繰り返し、ほぼ

横ばいと言える。 

 年齢構成別の人口については、第 1 期総合戦略の始期に比べると第 2 期総合計画の期間においては、「年少人口の減少」、「生産

年齢人口の減少」及び「老年人口の増加」はやや緩和傾向にあるが、年齢構成比から見て取れるように依然、当町の課題である。特

に生産年齢人口の減少、老年人口の増加について対策が必要であり、健康寿命の延伸やシニア層の活躍機会の創出などについても対

策が必要である。 

 人口動態については、平成 27 年から年々出生数が減少しているが、令和 2 年、3 年においては、ほぼ同数となっている。原因は 20

歳代から 40 歳代の女性人口の減少が原因と考えられる。 

一方で、社会増減については、平成 27 年、28 年は転出超過であったが、その後は転入超過が続いている。（図表１参照） 

転入転出の年代別の内訳では、0～4 歳及び 20 代、30 代の移動が転入・転出ともに多くなっているが、0～4 歳は転入超過となって

おり、子育て世帯が本町を居住地として選択していると考えられる。また、転出においては、20 代の転出者が特に多く、また、県外

へ転出する割合も他の年代より比較的高いことから就職による転出が原因と考えられる。（図表２，３参照） 

 

  



 

 
 



 

 

２．全体目標の達成状況 

 全体目標（Ｒ4） Ｒ3 達成状況 

⑴ 

令和 2（2020）年の国勢調査人口において、 

宇美町人口ビジョンにおける推計人口である 

37,504 人を上回る。 

37,671 人 Ａ 

⑵ 

町民の宇美町への愛着度を向上させる。 

（「とても愛着がある」「どちらかというと愛

着がある」と答えた方の割合が 70％以上） 
61.7％ Ｃ 

≪達成状況≫  

Ａ 順調に推移しており、R4 年度末に R4 目標値を達成する見込みである。 

Ｂ 進捗が遅れているが、R4 年度末に R4 目標値を達成する見込みである。 

Ｃ 現状のままでは、R4 年度末に R4 目標値を達成できない見込みである。 

― 数値の把握ができず評価が困難である。 

 

 
 

（補足） 

平成 27 年の国勢調査においては、人口ビジョンの将来展望を下回っていたが、令和 2 年国勢調査においては、将来展望を 167 人上

回ることができた。これは、社会増減（転入者の増）に起因している。 

 愛着度は、前回（64.7％）とほぼ同様の結果となり、目標値を達成することができなかった。 



 

 

３．基本目標ごとの達成状況 

 

【基本目標１】ひとが集まる魅力と活気あふれるまちをつくる 
 

数値目標 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 
達成状況 

町内事業所の就労者数 
12,523 人 

(H28) 

※ ※ 

増加 ― 

観光入込客数 1,086 千人/年 733 千人/年 983 千人/年 1,225 千人/年 B 

社会増減（3 年間の累計） 
－95 人 

（H27～H31） 
＋180 人/年 

268 人 

（R2～R3） 

＋210 人以上 

（R2～R4） 
A 

 ※Ｒ3経済センサス―活動調査結果速報公表予定：R4 年  

  

（総括） 

コロナ禍の影響によりひとが集まることが非常に難しい状況が続いたため、産業や観光の振興について十分な取組を行うことがで

きなかったが、「特産品の開発、付加価値の向上」については、ふるさと応援寄附金制度において新しい返礼品を追加するととも

に、特設サイトを開設するなどの PR を行い、寄付金額増加につなげることができている。また、薬用作物の栽培からエッセンシャル

オイルを活用した商品化に成功することができている。 

今後は、ウィズコロナとして限られた状況の中で目標の達成へつなげる手法を検討するとともに、アフターコロナへの種まき 

となる施策の検討を行う必要がある。 

また、移住・定住の促進について、現状の転入超過は子育て世代の移動の結果とみられ、子育て環境や住環境において一定の評価

を得られているとは考えられるものの、空き家の利活用などの施策が、社会増減の結果に効果的につながることができていない。 

 また、子育て世代や 20 代においては転出者も多く、更なる施策の充実を行っていく必要がある。 

 

 

  



 

 

（1）商工業・サービス業及び農業の振興 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 
町が行う誘致施策を活用した商工業誘

致数（3年間累計） 

4 件 

（H29～H31） 
0 件 0 件 

3 件以上 

（R2～R4） 

② 薬草作物栽培面積 6,000 ㎡ 12,000 ㎡ 12,000 ㎡ 増加 

③ 
ふるさと宇美町応援寄附制度における

町内協力事業者数 
28 事業者 30 事業者 25 事業者 増加 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

① Ｃ 
企業からの問い合わせはあるものの、企業が求める広大な土地（面積要件等）を満たす町有地がなく、成果に結び

ついていない。 

② Ａ 農家の組織化、栽培技術の習得に向けた講習会等を長期に渡り実施したことが栽培面積の拡大に繋がった。 

③ Ｂ 

ふるさと宇美町応援寄附制度の返礼品の町内協力事業者は令和 2年度より減少した。 

令和 4 年度、増加に向けて町内事業者への事業の説明、返礼品提供への働きかけを強化することで、目標値を達成

することができる見込みである。 

 

●経営基盤強化、事業継承の支援（まちづくり課） 
経営の近代化や後継者の育成、新規開業者の発掘など、地域に密着したサービスを展開するため、宇美町商工会との連携を強化します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

宇美町商工会と連携し、コロナ禍による影響を受けた事業

者の各種経済的支援を行った。これにより、新たな需要へ

対応した事業の構築と事業者の事業継続を進めることが

できた。（商工会加盟事業者のうち、コロナ禍による影響

で失業した件数０） 

宇美町商工会とコロナ禍による業種ごとの影響について

情報を共有し、町内事業者が事業継続するための各種経済

的支援等の事業を実施した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後もコロナ禍による影響で経済活動の停滞が予測され

ることから、関係機関と連携を図りながら継続的な支援を

進めていく必要がある。 

コロナ禍による影響により、長期的な経済活動の停滞が続

いていることから、今後も商工会等の関係機関と情報共有

を図り、連携しながら継続的な支援を行う必要がある。 

関連する事業 

・小規模事業者応援給付金給付事業 

・休業要請協力金給付事業 

・飲食店宅配サービス等支援事業 

・感染防止対策実施事業者協力金給付事業 

・プレミアム付き地域商品券発行事業（プレミアム率増） 

・プレミアム付き地域商品券発行事業（プレミアム率前年

同様、発行額増） 

・キャッシュレス決済推進事業（第１弾・第２弾） 

・飲食店利用促進事業（宇美町グルメクーポン） 

・事業継続支援金給付事業 

・交通事業者事業継続応援金給付事業 

 

 

●創業支援（まちづくり課） 
創業支援事業計画に基づき、宇美町商工会と連携し、創業希望者に対する創業塾を入り口にビジネスモデルの作成支援等を行います。また、

適切な相談窓口を紹介し、資金調達など創業に必要な知識の習得など、関係機関の強みを活かした創業支援を行います。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

 

毎年実施している特定創業支援事業「起業塾」は、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止のため中止としたが、商工会

と連携して個別相談を実施し、特定創業支援事業受講認定

を行うことで、創業希望者が受ける小規模持続化補助金の

補助上限額の引き上げ、創業の後押しをすることができ

た。 

商工会と連携し、特定創業支援事業「起業塾」を実施した。

１１名が受講認定を受け、内起業済の方１名に対し、令和

３年度に県の新規創業資金を受けるにあたってのサポー

トや、専門家との相談機会を設けるなどの創業支援を行っ

た。その他、受講した４名の方が個別相談を受け、今後の

起業に向けたサポートを行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ禍における事業の継続が図れるよう、特定創業支援

事業の講座内容について、より社会情勢等に即したものと

するべく、商工会や関係機関と協力して検討していく必要

がある。 

コロナ禍により、当初予定していたカリキュラムや日程に

変更が生じたが、令和３年度は講座を開催することができ

た。今後とも、商工会や関係機関と連携し、起業意向を持

つ者に向けた支援内容の情報発信を努める。 

関連する事業 
特定創業支援事業「起業塾」 特定創業支援事業「起業塾」 

 

 

  



 

 

●企業誘致の推進（管財課） 
本町の特性や強みを活かした企業誘致活動の展開を図るため、積極的に情報を発信するとともに、「宇美町企業立地及び住宅団地の開発促進

条例」に基づく企業誘致を推進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・「企業立地のご案内 福岡の魅力・優遇制度」（福岡県

発行）及び町ホームページに優遇制度の内容を掲載し

た。 

・町開発担当の都市整備課との情報共有を行い、開発事前

協議等の機会を捉え、制度案内を行った。 

・「企業立地のご案内 福岡の魅力・優遇制度」（福岡県

発行）及び町ホームページに優遇制度の内容を掲載し

た。 

・町開発担当の都市整備課との情報共有を行い、開発事前

協議等の機会を捉え、制度案内を行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後もコロナ禍の影響による経済活動の停滞が予測され

ることから、コロナ禍における企業立地の動向、住宅分譲

状況等ニーズを注視する必要がある。 

売却が見込める町有地も乏しく、私有地の提供に頼らざる

を得ない状況である。現在、町有地を事業者等へ貸付けを

行い財源確保に努めているが、貸付地を企業誘致の候補地

とすることも検討していく必要がある。 

関連する事業 
企業立地及び住宅団地の開発促進 企業立地及び住宅団地の開発促進 

 

 

●農業の振興（環境農林課） 
農業所得の拡大のため、認定農業者制度などによる農業振興推進事業の活用、後継者不足や高齢化などにより耕作できなくなった農地の利用

集積を推進します。また、町内７農区で行っている薬草作物栽培をさらに推進し、特産品開発・６次産業化につなげます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・認定農業者 1名から要望があった農業機械の更新につい

ては、農業振興推進事業補助金の活用を提案し、申請書

類の作成から審査会での審査までをサポートすること

で認定農業者の経済的負担軽減を行うことができた。 

・生産性の悪い山間部の農地は、現在栽培している薬用作

物に「有機ＪＡＳ」の付加価値を付けて栽培適地にする

ことで利用されるだけでなく所得向上にもつなげるこ

とができた。 

・農業機械利用組合から要望があった農業機械の更新につ

いては、農業振興推進事業補助金の活用を提案し、申請書

類の作成から審査会での審査までをサポートすることで

地域の担い手の作業効率向上や経済的負担軽減を行うこ

とができた。 

・中山間部で営農条件が悪く荒廃している農地を薬用作物

生産部会の部会員が再生し、薬用作物の栽培面積を拡大し

農地保全と所得向上につなげることができた。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後も営農できなくなる農地の増加が予測され、特定農家

の負担が増大するため、農家の組織化や広域連携が必要で

ある。 

様々な理由で営農できない農地を集約している特定農家

への支援だけでなく、集約できない非効率的な農地につい

ても政策を活用して一体的な農地保全に繋がるようにす

る必要がある。 

関連する事業 
農業振興事業 農業振興事業 

 

  



 

 

●特産品の開発、付加価値の向上（まちづくり課・環境農林課） 
地域資源を活用した新たな特産品の開発を支援することで、地域振興と地域活力の向上を図ります。また、特産品認定制度の検討を進め、制

度実施による付加価値の向上を目指します。 

本町に店舗・工場がある企業を対象にふるさと宇美町応援寄附制度における返礼品等の選定・開拓・企画を行い、各サイトを通じて積極的に

ＰＲします。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・町内事業者との意見交換を実施し、新たな返礼品（10品

目）を追加し、ふるさと宇美町応援寄附制度における寄

附金額増加に繋げることができた。 

（まちづくり課） 

・薬用作物栽培のマニュアル作りや研修会等を実施するこ

とで生産体制が確立され栽培面積が増加した。また、有

機ＪＡＳの認定申請に関するサポートを実施し、申請段

階まで進めることができた。 

（環境農林課） 

・町内事業者を洗い出し、ふるさと宇美町応援寄附制度

についての説明や返礼品の出品についての意見交換を

行った。新たにアウトドア関連のステンレス加工品

や、焼き鳥（鳥皮くるくる串）、すかし刺繍を施した

バッグ、フルーツ梅酒セットなど（約４０品目）を加

えた。 

  また、宇美町の特設サイトを開設し、町内事業者の

返礼品を「自慢の逸品」コーナーで紹介するととも

に、各ポータルサイトの集約を行い、返礼品を探しや

すい仕組み作りを行った。（まちづくり課） 

・環境農林課の政策として進めている「薬用作物栽

培による農業所得向上及び地域活性化政策」で宇

美町の特産品「うみまちハーブ」の町民へのＰＲ

と希少な薬用作物から抽出したエッセンシャルオ

イルを活用した商品化に成功した。（宇美の雫、

アロマオイル除菌スプレー等） 

            （環境農林課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・木工品やステンレス加工等の優れた技術を有した事業者

が多く存在するが、返礼品として登録できているのは一

部に限られている。今後は、これらの開拓を進めるとと

もに、体験型の返礼品登録にも取り組む必要がある。 

（まちづくり課） 

・薬用作物生産部会及び部会員の所得向上や組織活動の活

性化について、付加価値化や補助金を活用した６次産業

化を進めていく必要がある。 

（環境農林課） 

・「あまおう」を中心とする福岡県の認定地域資源 17 品

目に寄附が集中していることが課題である。町内事業

所の返礼品にスポットを当て、各ポータルサイトでの

特集や広告、インターネット検索サイト、電車広告等

で力を入れたＰＲを行うとともに、新しい返礼品の開

拓や企画に努めるため、頻繁な町内事業所との協議連

携を行う。 

（まちづくり課） 

・地域の活性化につながるように商品化されたアロマオ

イルを宇美町のふるさと納税返礼品としてリストアッ

プしてもらう必要がある。 

 （環境農林課） 

関連する事業 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

（まちづくり課） 

・農業振興事業 

（環境農林課） 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

（まちづくり課） 

・農業振興事業 

（環境農林課） 

 

 

 



 

 

（2）観光の振興、交流・関係人口の拡大 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 観光入込客数 1,086 千人/年 733 千人/年 983 千人/年 1,225 千人/年  

② 
宇美町まちづくり課ツイッターのツイー

ト数 
－ 18.5 ツイート／月 8.1 ツイート/月 

20 ツイート／月 

以上 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

① Ｂ 

コロナ禍により平成 31年度の現況値より低い数値となったが、新しい生活様式の普及が進んだこともあり、令和

2 年度より増となった。加えて、一本松公園のトイレ整備や駐車場の利用に関する整備に伴い、利用者数の増加が

見込まれるため、目標の達成が見込まれる。 

② Ｃ 
コロナ禍による町民活動の停滞により、前年度と比較して各月毎の平均ツイート数が半減以上となった。＃（ハッ

シュタグ）や写真、動画を掲載する等の工夫を凝らし、年間フォロワー増数が 19 人の増となった。 

 

●情報発信の充実・強化（まちづくり課） 
パンフレットの作成、ホームページ及び映像コンテンツの充実、マスメディアの活用などを通じ、本町の観光についてのＰＲ活動を推進しま

す。また、ＳＮＳを積極的に活用し、町の魅力を積極的に発信していきます。 

宇美町町人会（仮称）と連携した取組を推進し、関係人口の増加を図ります。 

ふるさと宇美町応援寄附制度の寄附者との関わりを継続し、関係人口の拡大につなげます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、100 周年記

念事業の大半が中止となったが、町制施行 100 周年記念

ＰＲポスター、ＰＲ動画の作成し、ＳＮＳ等を活用して

宇美町町人会をはじめ全国に情報発信することができ

た。 

・ふるさと納税に関しては寄附件数を大幅に伸ばすことが

でき、関係人口の拡大につなげることができた。 

・令和３年度、町民活動やイベント等に着目した町の賑わ

いを伝えるＰＲ動画（第２弾）作成を予定していたが、令

和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響により、イベント等の多くが縮小、中止となったため、

町独自のＰＲ動画作成がかなわなかった。 

 一方で、福岡県の移住・定住ポータルサイト「福がお～

かくらし」に掲載する市町村ＰＲ動画を福岡県と連携して

作成した。 

・町の賑わい等を発信するまちづくり課公式 Twitter のツ

イート数はコロナ禍によるイベント中止等により前年よ

り減少し、目標値を下回った。一方で、発信の際の工夫に

よりフォロワー数が前年度の年間増数を上回った。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、宇美町町

人会の開催を中止とした。会長とは、町の現状や今後の会

の運営について情報交換を行い、会員に向けては、町広報

等から記事を抽出し、ふるさと・宇美の近況を伝えるお便

りを送付した。 

・ふるさと応援寄附制度の前年度寄附者に対し、寄附金活

用事例の報告、ふるさと納税特設サイト、町制施行 100 周

年の際作成したＰＲ動画の紹介を兼ねたダイレクトメー

ルを発送した。 

・ＫＢＣ九州朝日放送「ふるさとＷＩＳＨ」、ＦＭ ＦＵ

ＫＵＯＫＡ「九電グループ presents わたしたちのまち

のとっておき」等で町の魅力ある人や歴史的資源をＰＲし

た。（総務課・まちづくり課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

ふるさと納税を通じて関係人口を拡大することができた

が、今後もこれらの方々に継続して応援していただくため

に、様々なコンテンツを活用しながら魅力的な情報を発信

していかなければならない。 

今後も町の魅力ある資源を様々な媒体を活用して、情報発

信し、関係人口の増加に繋げていかなければならない。 

関連する事業 

・ＰＲ動画作成事業 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

・宇美町町人会交流事業 

・ＰＲ動画作成事業（福岡県作成分） 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

・宇美町町人会交流事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

●体験型観光の充実（まちづくり課） 
本町の恵まれた自然や歴史、文化、人などとふれあう体験型観光を充実させることで、交流人口の拡大を図ります。特に宇美駅を中心とした

中心市街地については、駅前広場等を有効に活用しながら「安産・子育て」をテーマとした一体的な取組を推進していきます。 

三郡山地（一本松公園を含む）や井野山を有用な観光資源として位置づけ、イベントの充実や情報発信の強化を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

新型コロナウイス感染症感染拡大防止のため、100 周年記

念事業をはじめとした大半のイベントが中止となった。 

・コロナ禍の影響により、春の登山会は中止して安全祈願 

祭のみ実施した。 

・町内の事業者及びＪＲ九州と協力連携し、ＪＲ九州ウォ

ーキングを開催し、町内外から 390 人が参加した。 

・共働事業提案制度（行政提案型）により、商工会女性部

が「輝け！！うみ駅！！宇美駅賑わいづくり事業」として

イルミネーションとうみカフェを実施した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ収束後の町の賑わい創出のために、駅前広場の利活

用方法について調査研究を進めるとともに、ふるさと納税

に体験型の返礼品を加えるなど、情報発信の強化を図るこ

とで交流人口の拡大につなげる必要がある。 

・駅前広場での賑わいづくりイベントの開催について環境

整備を行うため調査研究を行う。 

・ふるさと応援寄附制度における体験型の返礼品について

の調査研究を行う必要がある。 

関連する事業 

・登山会（春・夏・秋） 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

・ＪＲ九州ウォーキング（春） 

・共働事業提案制度（行政提案型） 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

 

 

  



 

 

●広域観光体制の充実（まちづくり課） 
近隣市町の魅力ある観光資源をネットワーク化し、観光客の滞在日数に見合ったテーマ性、ストーリー性を持った観光ルートの形成を関係機

関等と連携して取り組みます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

糟屋地区の市町合同による「シティ情報ふくおか 12 月号」

及び別冊版の「美味しいかすや」を発行し、それぞれの市

町の魅力ある飲食店を紹介を行った。 

・糟屋地区の市町合同による「シティ情報ふくおか 3 月号」

及び別冊版の「美味しいかすや」で圏域の魅力ある飲食店

を紹介し、ドライブでそれぞれの市町を巡るルートの紹介

を行った。 

・福岡県知事及び関係市町の首長で構成する古代日本の

「西の都」文化観光推進協議会が発足し、日本遺産を活用

した広域的な観光振興のための地域計画策定に取り組ん

だ。 

課 題 

（及び解決の方策） 

令和 2 年度、日本遺産「古代日本の『西の都』～東アジア

との交流拠点～」の認定を受けた。ウィズコロナ・アフタ

ーコロナにおける観光の推進を見据え、今後、福岡県・関

係市町と連携して文化観光の振興に取り組む必要がある。 

当該日本遺産の認定については、現状、条件付となってお

り、令和６年度に再審査が実施される。 

引き続き、関係機関と連携して文化観光の振興に取り組む

必要がある。 

関連する事業 
・福岡都市圏自治体連携事業 

・日本遺産文化観光振興事業 

・福岡都市圏自治体連携事業 

・日本遺産文化観光振興事業 

 

 

●観光のまちづくり推進体制の整備（まちづくり課） 
一体的な観光のまちづくりを進めるため、まちづくりの核となる組織設立の検討を進めます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

コロナ禍により影響を受けた事業者への経済的支援策の

実施や感染予防対策、新たな需要に対応するための事業者

支援策の実施を優先したため、当該組織設立に関する検討

を進めることができなかった。 

令和２年度の課題に記載したように、具体的な組織の設立

にこだわらず、地域おこし協力隊や企業版ふるさと納税

（人材派遣型）の研究を行う必要があるが、令和３年度も

コロナ禍により検討を進めることはできなかった。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後は、一体的な観光のまちづくり及び賑わいの創出を実

現するため、組織の設立にはこだわらず、駅前広場の利活

用と並行した賑わいの拠点づくりや環境整備についての

調査研究を進めていく必要がある。 

企業版ふるさと納税の制度を導入するには、当町の総合戦

略を基に策定し、国による認定を受けた地域再生計画が前

提となるため、令和４年度は地域再生計画の策定に向けた

検討が必要となる。 

関連する事業 
・ＪＲ宇美駅前広場管理事業 

・観光促進事業 

・観光促進事業 

・総合計画・総合戦略推進関係事業 

 

 



 

 

（3）移住・定住の促進 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ２ Ｒ３ 

Ｒ４ 

（目標値） 

① 社会増減 ＋71 人/年 +180/年 +88/年 +70 人/以上 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  B 
令和３年においては、コロナ禍において転入が大幅に減少しており、順調とは言えないが、毎年目標値を達成して

おり、目標値は達成できるのではないかと見込んでいる。 

 

●空き家の利活用（都市整備課） 
個人の財産である空き家等の適正な管理の啓発を所有者等に行い、管理不全のまま放置されることを防止します。 

「空き家バンク」を活用して町内への移住・定住、空き家の利活用を促進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・空き家バンク」制度を、町ホームページ・広報にて周知

し、利用を促した。 

・令和 2 年度の空き家バンクによる契約成立件数は、5 件

であった。 

建物所有者に対し、管理不全における空き家問題を未然に

防止するため、これまでの町ホームページ及び広報による

周知に加え、固定資産税納税通知書（約 1万 3 千件）に啓

発文書を同封した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

空き家等の所有者に対して、管理不全の場合に発生する諸

問題、また、それを防止するための手法等の周知を行うこ

とが課題であり、納税通知書に啓発文書を同封するなどの

幅広い周知方法を模索、実施することが必要である。 

令和3年度の空き家バンク制度による契約成立件数は2件

で、年々減少している。本制度の利用者数も減となってお

り、今後は周知だけでなく、利用しやすい制度にするため

の内容見直し等を検討していくことが必要である。 

関連する事業 
空き家バンク 空き家バンク 

 

  



 

 

 ●宇美町情報の積極的発信（まちづくり課・総務課） 
「子育てするなら宇美で」を合言葉に、本町のくらしに関する情報をマスメディアやＳＮＳなどの媒体を活用して積極的に発信し、移住・定

住の促進、転出者の抑制につなげます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・福岡県移住・定住ポータルサイト「福がお～かくらし」

において、町の政策や支援策等の情報を掲載するととも

に町公式ホームページへのリンクにより情報検索者の

誘因を図った。 

・福岡県発行の「福岡移住読本」において豊かな自然と子

育てに恵まれた環境の情報発信を行った。 

・夢を実現する子どもをテーマにＰＲ動画を作成し、町公

式ＹｏｕＴｕｂｅで配信した。 

・まちづくり課Ｔｗｉｔｔｅｒでは、地域コミュニティ、

商工観光、共働事業など町内の魅力ある人やイベントの

情報発信を行った。 

                 （まちづくり課） 

・広報うみ・町ホームページにおいて、「くらし」「子育

て」「町の新制度」「コロナ禍で求められる新しい生活

様式」など町民の生活に関わる情報を積極的に掲載・発

信した。 

・情報発信の媒体の一つとしてＳＮＳを活用し、町ホーム

ページやくらしの情報が更新されたことをより広く周

知した。 

・広報うみの紙面では、多くの情報を取得できるように、

町ホームページなどにリンクした二次元コードを積極

的に使用した。 

（総務課） 

・福岡県移住・定住ポータルサイト「福がお～かくらし」

において町のＰＲ動画配信及び町の紹介を行った。 

・福岡県発行の「福岡移住読本」において豊かな自然と子

育てに恵まれた環境の情報発信を行った。 

・まちづくり課Ｔｗｉｔｔｅｒでは、町内の豊かな自然、

地域コミュニティ、商工観光、共働事業提案制度など魅

力ある人やイベント、風景などの情報発信を行ったが、

コロナ禍により情報発信数は前年より減少した。 

（まちづくり課） 

 

・広報うみ・町ホームページにおいて、「くらし」「子育

て」「町の新制度」「新型コロナウイルスワクチンに関

する情報」など町民の生活に関わる情報を積極的に掲

載・発信した。 

・情報発信の媒体の一つとしてＳＮＳを活用し、町ホーム

ページやくらしの情報が更新されたことをより広く周

知した。 

・広報うみの紙面では、多くの情報を取得できるように、

町ホームページなどにリンクした二次元コードを積極

的に使用した。 

・広報うみの紙面では、写真や表の情報をより分かりやす

くするため、全ページカラーにした。 

・令和４年３月に KBC 九州朝日放送で放送された「ふるさ

と WISH」では、テレビという媒体を生かして最新の町の

魅力を発信した。 

（総務課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後も魅力ある町の情報（豊かな自然、子育て環境、歴史・

文化など）を継続して発信していく必要がある。 

(まちづくり課) 

今後も魅力ある町の情報（豊かな自然、子育て環境、 

歴史文化など）を継続して発信していく必要がある。 

(まちづくり課) 

関連する事業 

ＰＲ動画作成事業(まちづくり課) 

広報（総務課） 

・移住・定住ポータルサイト、まちづくり課公式 

Ｔｗｉｔｔｅｒ 

（まちづくり課） 

・広報 

（総務課） 

  



 

 

（4）就業機会の拡大 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ２ Ｒ３ 

Ｒ４ 

（目標値） 

① 若年層（15 歳～34 歳）の町内就業率 
18.3％ 

（H27） 

 
-(※) 増加 

② 女性（25歳～44 歳）の就業率 
69.3％ 

（H27） 

 
-(※) 増加 

③ 高齢者（65 歳以上）の就業率 
20.7％ 

（H27） 

 
-(※) 増加 

※ 令和２年国勢調査結果公表により数値判明。 

ＫＰＩの達成状況 補足 

① - - 

② - - 

③ - - 

 

●若者の宇美町内への就職に向けた取組（まちづくり課・学校教育課） 
町内事業者と連携して小・中学校による職場体験を積極的に実施します。 

インターンシップを町内事業者に受け入れてもらうことで若者の宇美町内への就職に向けた意識啓発を行います。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・福岡県若者就職支援センター等による就職セミナー・合

同企業説明会の情報を随時まちづくり課Ｔｗｉｔｔｅ

ｒで情報発信した。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍により、職場体験事業を実施できなかった。 

（学校教育課） 

・福岡県若者就職支援センター等による就職セミナー・合

同企業説明会の情報をホームページやまちづくり課Ｔ

ｗｉｔｔｅｒで情報発信した。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍により職場に赴いた職場体験は実施できなかっ

たが、生徒の代表による職場インタビューやオンライン

での職場調べインタビューを実施することができた。 

（学校教育課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・福岡県や九州インターンシップ協議会等と連携し、情報

発信を幅広く行う必要がある。 

（まちづくり課） 

・新型コロナウイルス感染症の蔓延状況が刻々と変わる中

で、ウィズコロナ禍での職場体験活動をどのように展開

してくかを早急に検討・決定する必要がある。 

（学校教育課） 

・福岡県や九州インターンシップ協議会、令和３年度発 

足した宇美町企業懇談会等と、町内における若者の就 

職支援に向けた情報連携や発信を幅広く行う必要があ 

る。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍に対応した実施方法の工夫による学習は行われ

たが、体験的な学習の実施にあたっては、ウィズコロナ

での職場体験活動をどのように展開してくかを検討・決

定し、実施する必要がある。 

（学校教育課） 

 

関連する事業 
就労・雇用支援情報提供事業 

職場体験事業（学校教育課） 

就労・雇用支援情報提供事業 

職場体験事業（学校教育課） 

 

 

●女性及び高齢者への就労支援（まちづくり課） 
関係機関と連携した就労支援、雇用情報の提供を確実に行います。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

国や県から提供される雇用情報やスキルアップ講座等の

情報について、ホームページ等を活用し随時発信を行っ

た。 

国や県から提供される雇用情報やスキルアップ講座等の

情報について、ホームページ等で情報発信を行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ禍を契機とした新たなビジネスに取り組むための

講座など、社会情勢や住民ニーズに即した情報を収集し、

速やかに情報提供を行う必要がある。 

コロナ禍を契機とした新たなビジネスに取り組むための

講座など、社会情勢や住民ニーズに即した情報を収集し、

速やかに情報提供を行う必要がある。 

関連する事業 
就労・雇用支援情報提供事業 就労・雇用支援情報提供事業 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

【基本目標２】 安心して子どもを産み育てることができるまちをつくる 
 

数値目標 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ２ Ｒ３ 

Ｒ４ 

（目標値） 
達成状況 

「子育て支援の充実」施策に満足している町

民の割合 

16.3％ 

(H29) 

 

22.9％ 21.3％ Ａ 

合計特殊出生率 
1.37 

(H29) 

1.58 

（H30） 

1.56 

（R1） 

1.70 

（R2） 
C 

 

（総括） 

各施策の取り組みにより「子育て支援の充実」施策に満足している町民の割合は目標値を上回る結果となったが、一方合計特殊出生

率は目標値を下回る結果となった。しかしながら、平成 30年、令和元年の合計特殊出生率は、国、県平均を超えており、この傾向を

促進するため、安心して子供を産み育てることができる施策の充実が求められる。今後は「子育て支援の充実」施策の情報がこれから

産み育てる世代に浸透させることや特殊出生率の増加に直結する施策を検討することが必要と考えられる。 

 

（図表４ 合計特殊出生率の推移） 

 
 （全国、福岡県：人口動態統計。宇美町：まちづくり課にて算出。） 

 （図表４の補足） 

 全国、都道府県については、毎年、国による公表が行われていますが、市町村については、国勢調査の数値を基に５年ごとの

公表が行われています。そのため、当町の 1年ごとの数値については、独自で算出をおこなっており、国による公表値とは異な

ります。 

また、人口規模の小さい地域では、算出される数値が不安定になります。図表４においては、比較的福岡県の数値を上回って

いるように見えますが、厚生労働省が５年ごとに公表している合計特殊出生率においては、宇美町は平成２２年、２７年と福岡

県の数値を下回っています。 

しかし、上述した数値の不安定さはあるものの、独自算出の数値により、大まかな傾向を見ることはできます。平成３０年、

令和元年においては、県の数値を上回ることができており、令和２年の厚生労働省の公表において、このまま福岡県の数値を上

回ることができるよう取組の拡充が望まれます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

（1）子育て支援の充実 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ２ Ｒ３ 

Ｒ４ 

（目標値） 

① 保育所待機児童数 0 人 26 人 40 人 0 人 

② 放課後児童クラブ待機児童数 0 人 6 人 16 人 0 人 

※上記人数は 4月 1 日時点のもの 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  B 町立保育所の保育士不足により待機児童が発生した。 

②  C 令和３年度の待機児童は解消したが、令和 4 年度からの待機児童は 4 月 1日時点で 10 人となっている。 

 

●仕事と子育ての両立支援（こどもみらい課・学校教育課） 
保育士の確保と資質の向上に努め、保育内容の充実を図るとともに、待機児童０の取組を推進します。 

放課後児童クラブ施設における放課後児童支援員の確保及び処遇改善に努めるとともに、待機児童０の取組を推進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・保育士の確保・資質の向上・保育内容の充実を図るため、

令和 2 年 4 月より町立貴船保育園の民営化を行った。 

       （こどもみらい課） 

・学校内の放課後児童クラブの安定的な運営及び支援員・

補助支援員の処遇改善のため、民間事業者へ委託し、人

材確保を確実に行った。 

（学校教育課） 

・保育士の確保・資質の向上・保育内容の充実を図るため、

令和4年4月の町立柳原保育園民営化に向け協議を進め

た。              （こどもみらい課） 

・放課後児童クラブの安定的な運営のため、引き続き民間

事業者へ委託し人材確保を行った。また、県からの補助

金を使用し、令和４年２月から支援員・補助支援員の月

額 9,000 円程度の処遇改善を行った。 （学校教育課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・更なる保育士の確保・資質の向上・保育内容の充実を図

るため、令和 4年 4 月より町立柳原保育園の民営化を行

う。 

（こどもみらい課） 

・放課後児童クラブによっては、地域の人口増加により入

所希望者も増加し、待機が発生、また、発生することが

懸念される箇所があるため、施設面における対策を講じ

ることが必要となっている。 

（学校教育課） 

・更なる保育士の確保・資質の向上・保育内容の充実を図

るため、令和 4年 4 月より町立柳原保育園の民営化を行

う。              （こどもみらい課） 

・放課後児童クラブによっては、地域の人口増加により入

所希望者も増加し、待機が発生、また、発生することが

懸念される箇所があるため、施設面における対策を講じ

ることが必要となっている。     （学校教育課）     

関連する事業 

保育所整備計画に基づく町立保育園民営化事業（こどもみ

らい課） 

放課後児童健全育成事業（学校教育課） 

保育所整備計画に基づく町立保育園民営化事業 

（こどもみらい課） 

放課後児童健全育成事業      （学校教育課） 

 

  



 

 

 

●地域子育て支援事業の充実（こどもみらい課） 
宇美町こども教育総合支援センター（うみハピネス）を拠点施設として、子育て支援センター、ファミリー・サポート・センター、こども療

育センター事業等の充実を図り、学校教育との連携を進めるとともに、すべての家庭と子どもに切れ目のない支援を行い、地域における子育て

を支援します。また、子育て支援ボランティアの育成や子育て支援サークルの活動を支援します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により公共施設の閉

館があった中、子育て支援センター、ファミリー・サポー

ト・センター、こども療育センター等子育て支援に関連す

る事業については感染拡大防止を徹底し運営を行った。 

緊急事態宣言の発出により、町内の公共施設が閉館となる

中、子育て支援センター、ファミリー・サポート・センタ

ー、こども療育センター等は、令和 2 年度から引き続き、

利用の予約制や利用人数を縮小し継続して安全に運営を

行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため運営を見直し利

用人数の縮小や行事の中止等を行った。今後、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を踏まえ関係機関との連携を強化

し充実した子育て支援の体制づくりに取組む必要がある。 

子育て支援ボランティアの育成や子育て支援サークルの

活動については、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り実施できていないため、コロナ禍でも支援できるような

体制を検討していく必要がある。 

関連する事業 

子育て支援センター事業 

こども療育センター事業 

ファミリー・サポート・センター事業 

子育て支援センター事業 

こども療育センター事業 

ファミリー・サポート・センター事業 

 

 

●母子保健の充実（こどもみらい課） 
妊娠期からの健康診査・健康指導をはじめとする母子保健事業を子育て支援と一体的に取り組み、一層の充実を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・子育て世代包括支援センターの開設により、妊娠期から

子育て期にわたるまで切れ目のない支援の体制を整え

た。母子健康手帳交付時の全妊婦への保健指導に加え、

支援が必要な妊婦に対し、保健指導を行った。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止を徹底するため乳幼児

健診の運営（人数・時間等）を見直した。 

・子育て世代包括支援センターを中心に、妊娠や子育てに

関する相談に対応した。また、特に支援が必要な対象者

について、支援プランを作成し、関係機関との情報共有

等、連携に努めた。 

・感染拡大防止策を継続しながら、乳幼児健康診査を実施

した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

乳幼児健康診査の未受診者へ訪問や電話で受診勧奨を行

うことにより受診率を向上させる必要がある。 

乳幼児健康診査未受診者への訪問に加え、子育て応援サイ

ト「うみにょん」を活用し、受診を促していく必要がある。 

関連する事業 
・子育て世代包括支援センター事業 

・乳幼児健康診査事業 

・子育て世代包括支援センター事業 

・乳幼児健康診査事業 

 

 

  



 

 

●地域と連携した子どもの居場所の確保（こどもみらい課・まちづくり課） 
小学校区コミュニティ運営協議会等と連携した子どもたちがいきいきと遊べる場の確保を検討します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

緊急事態宣言の発出や新型コロナウイルス感染症の影響

により小学校区コミュニティ運営協議会等と連携した活

動は実施できなかった。 

・原田小学区コミュニティ運営協議会において、子どもや

地域のふれあい事業として、南町民センターでの凧上げ

イベントを実施した。他の小学校区コミュニティ運営協

議会でも、このような子どもや地域のふれあい事業を計

画していたが、コロナ禍の影響により実施がかなわなか

った。 

（まちづくり課） 

 

・緊急事態宣言の発出や新型コロナウイルス感染拡大の

影響により小学校区コミュニティ運営協議会等と連携

した活動は実施できなかった。 

（こどもみらい課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・小学校区コミュニティ運営協議会等と連携し子どもたち

がいきいきと遊べる場の確保は、新型コロナウイルス感

染拡大防止の観点からは難しい。 

（こどもみらい課） 

・持続可能な事業の実施を図っていけるよう小学校区コミ

ュニティ運営協議会等との協議を継続して行っていく

必要がある。 

・今後、コロナ禍における子ども達の居場所づくりに関す

る事業等をウィズコロナまたはアフターコロナに向け

て、どのような形で事業を行うことが可能か検討する必

要がある。 

（まちづくり課） 

・令和 4 年度に、共働事業提案制度（行政提案型）を活用

し、新型コロナウイルス感染症防止に十分留意しなが

ら、子どもが参加する地域の活性化事業を計画している

小学校区コミュニティ運営協議会等が複数ある。これら

の活動や情報発信等を支援していく。 

（まちづくり課） 

 

・地域と連携した子どもの居場所の確保については、コロ

ナ禍においてどのような方法であれば実施できるか検

討する必要がある。 

（こどもみらい課） 

 

関連する事業 

・子育て支援事業（こどもみらい課） 

・地域コミュニティ推進事業（まちづくり課） 

・子育て支援事業（こどもみらい課） 

・地域コミュニティ推進事業（まちづくり課） 

・共働事業提案制度行政提案型（まちづくり課） 

 

 

●子育てに関する啓発活動の推進（こどもみらい課） 
男女共同参画やワークライフバランスの視点に立った子育ての啓発活動等を通じて、子育てしやすい環境を町全体に広げます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により子育てに関

する啓発活動は行えなかった。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により子育てに関

する啓発活動は行えなかった。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後、新型コロナウイルス感染症の収束にあわせ子育てに

関する啓発活動を推進したい。 

今後、コロナ禍においても、子育てに関する啓発活動がで

きる方法を検討する必要がある。 

関連する事業 
子育て支援事業（パパ・ママ講座、男の料理教室等） 子育て支援事業（パパ・ママ講座、男の料理教室等） 

 

 

  



 

 

●子育てに関する負担の軽減（住民課・こどもみらい課・学校教育課・健康福祉課） 
子育てにおける経済的負担を軽減するための支援策の周知を図り、確実な利用を促します。 

子育てに関する窓口（妊娠から義務教育終了まで）を集約することにより、手続き・相談等の利便性向上を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・【子育て世帯臨時特別給付金】児童手当(本則給付)の支

給対象児童に対し、児童 1 人につき 1 万円の給付金（一

時金）を支給した。 

・【ひとり親世帯臨時特別給付金】福岡県が児童扶養手当

支給対象者に対し迅速に給付できるよう、周知広報や

申請受付事務を行った。 

・【子育て世帯応援給付金】児童手当(本則給付)の支給対

象児童及び児童扶養手当の支給対象児童に対し、児童 1

人につき 5 千円の給付金（一時金）を支給した。 

（住民課） 

・新型コロナウイルス感染症の影響で不安を抱えながら

子どもの誕生を迎えられた子育て世帯に対し、特別定

額給付金の対象外となる令和 3 年 4 月 1 日までに生ま

れた子ども 1 人につき 10 万円を給付した。 

・子育てに関する窓口（妊娠から子育て期まで）をうみハ

ピネスに集約し、手続き・相談等の利便性を図った。 

 （こどもみらい課） 

・【学校の臨時休業に伴う学習等への支援事業】 

夏休み短縮に伴う登校期間中、小学校における給食を

無償提供したり、中学生を対象にお米券を支給するこ

とで保護者の負担の軽減を図った。 

・【子ども・子育て支援交付金】 

小学校の臨時休業により、平日において午前中から放

課後児童クラブを開所するための経費及び放課後児童

クラブの利用自粛に係る利用料返金に対し補助するこ

とで保護者の経済的負担の緩和を図った。 

（学校教育課） 

・【特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ

ス利用者負担費補助金】 

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校への一斉臨

時休業の要請に伴う 4 月から 6 月の放課後等デイサー

ビスの利用の増加による利用者負担の軽減を図った。 

（健康福祉課） 

・【低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親

世帯以外）】児童手当又は特別児童扶養手当を受給し

ている世帯等の児童や、その他住民税非課税の子育て

世帯の児童について、児童 1 人につき 5万円の給付金

（一時金）を支給した。 

・【低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親

世帯）】福岡県が児童扶養手当支給対象者に対し迅速

に給付できるよう、周知広報や申請受付事務を行っ

た。 

【子育て世帯臨時特別給付金】児童手当の支給対象児

童、9 月 30 日時点で高校生等の児童に対し、児童 1 人

につき 10万円の給付金（一時金）を支給した。 

（住民課） 

・妊娠期から子育て期にわたる相談支援の窓口や転入時

に必要な母子保健関係の手続きの周知のため、転入者

へ配布するリーフレットを見直し改善した。 

（こどもみらい課） 

 

課 題 

（及び解決の方

策） 

・今後もコロナ禍の影響による子育て世帯への経済的負

担が予測されることから、国の動向を注視し、的確な支

援を行う必要がある。 

（住民課） 

・子育てに関する窓口（妊娠から子育て期まで）をうみハ

ピネスに集約したが、転入・転出に伴う手続きは本庁舎

になるため連携が必要とされる。 

（こどもみらい課） 

・今後もコロナ禍の影響による子育て世帯への経済的負

担が予測されることから、国の動向を注視し、的確な支

援を行う必要がある。 

（住民課） 

・転入・転出に伴い、宇美町とその他の市区町村との異動

があっても、切れ目なく支援が受けられるような案内

を行う必要がある。 

（こどもみらい課） 

関連する事業 

・子育て世帯応援給付金給付事業 

・ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 

・子育て世帯応援給付金給付事業 

（住民課） 

・子安のまち出産子育て応援給付金給付事業 

・子育て世代包括支援センター事業 

（こどもみらい課） 

・学校の臨時休業に伴う学習等への支援事業 

・子ども・子育て支援交付金 

（学校教育課） 

・特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ

ス利用者負担費補助金 

 （健康福祉課） 

・低所得の子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（ひと

り親世帯・その他世帯） 

・子育て世帯臨時特別給付金支給事業 

（住民課） 

・子育て世代包括支援センター事業 

（こどもみらい課） 

・子ども・子育て支援交付金 

（学校教育課） 

 

  



 

 

（2）学校・地域・家庭における教育の充実 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 

将来の夢や目標をもっている児童・生徒

の割合（全国学力・学習状況調査結果 対

象：小学６年、中学３年） 

小学生 64.8％ 

(県平均 66.7％) 

中学生 43.8％ 

(県平均 46.7％) 

※全国学力・

学習状況調

査が実施さ

れなかった 

小学生 68.2％ 

(県平均 61.6％) 

中学生 37.8％ 

(県平均 40.8％) 

県平均値 

以上 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  B 

中学生の数値が低い理由として、コロナ禍の影響により学習した内容や身に着けた技能を発揮する体験の機会を作

れなかった影響があったと推測される。令和４年度はコロナ対策を徹底しつつ、体験の機会を確実に実施してくこ

とで、目標値を達成することができる見込みである。 

 

●魅力ある学校づくり（学校教育課） 
児童生徒の学力の実態や課題を把握し、学力向上を図るための指導方法や指導体制の工夫・充実を図ります。 

国際社会・情報化社会に対応した外国語教育の充実を図ります。 

情報活用能力の育成や学ぶ意欲の向上等のため、ＩＣＴ環境の整備を進めます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・学力向上のため、井野小学校に支援員を 1 人配置し、指

導体制の充実を図った。また、学力向上アドバイザーを

事務局に 1 人を配置し､各学校への指導体制の強化を図

った。 

・ふくおか学力アップ推進事業の指定を原田小が受け、児

童の学力向上を図るため、学力・学習状況と宇美町の学

力向上に向けた取組状況を調査分析し、課題改善を図っ

た。 

・福岡県教育委員会が実施する鍛ほめプロジェクト事業の

委託を受け、宇美小を研究協力校として、児童の基礎学

力の定着を図るため各種調査を行い、結果を分析・検証

した。宇美小では、各学年に応じた「学びの持久力アッ

プ」を通して、学習の有用感を味わいながら「学習への

意欲を高める」とともに「困難に立ち向かう心」を培い

取組を実践した。 

・新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ児童生徒の

学びの保障を行うため、学習支援員を各学校に配置し

た。 

・外国語指導助手(ALT)を 3 名体制で対応し、生きた外国

語や外国文化・生活に触れる機会を提供し、外国語によ

るコミュニケーション能力の育成と国際感覚の育成を

図った。 

・文部科学省が提唱する「ＧＩＧＡスクール構想」の早期

実現に向け、1人 1 台端末等の整備を行った。 

・学力向上のため、井野小学校に支援員を 1 人配置し、指

導体制の充実を図った。また、学力向上アドバイザーを

事務局に 1 人を配置し､継続的な各学校への指導体制の

強化を図った。 

・令和２年度に引き続き、ふくおか学力アップ推進事業の

指定を原田小が受け、児童の学力向上を図るため、学力・

学習状況と宇美町の学力向上に向けた取組状況を調査

分析し、課題改善を図った。 

・福岡県教育委員会が実施する鍛ほめプロジェクト事業の

委託を受け、令和２年度から引き続き宇美小を研究協力

校として、児童の基礎学力の定着を図るため各種調査を

行い、結果を分析・検証した。宇美小では、各学年に応

じた「学びの持久力アップ」を通して、学習の有用感を

味わいながら「学習への意欲を高める」とともに「困難

に立ち向かう心」を培い取組を実践した。 

・新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ児童生徒の

学びの保障を行うため、令和２年度から引き続き学習支

援員を各学校に配置した。 

・外国語指導助手(ALT)を 3 名体制で対応し、生きた外国

語や外国文化・生活に触れる機会を提供し、外国語によ

るコミュニケーション能力の育成と国際感覚の育成を

図った。 

・オンライン授業等の活用のため、ネット環境がない家庭

には Wi-Fi ルーターの貸出を行い、持ち帰り学習ができ

るよう環境整備を行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

・配置する人材の確保に苦慮する状況が慢性的にある。 

・1 人 1 台端末等の整備は完了したため、今後、ＩＣＴを

活用した学習を推進する必要がある。 

・配置する人材の確保に苦慮する状況が慢性的にあるが、

募集の周知等を行いながら人材の確保及び即時任用に

つとめている。 

・各学校におけるＩＣＴを活用した学習が進みつつある

が、更に推進する必要がある。 

関連する事業 

・学力向上支援員配置事業 

・ふくおか学力アップ推進事業（県補助事業） 

・学ぶことに挑み続ける子どもを育む鍛ほめプロジェクト

事業 

・学校学習指導員等配置事業（県補助事業） 

・外国語指導助手業務委託 

・「ＧＩＧＡスクール構想」事業（国補助事業） 

・学力向上支援員配置事業 

・ふくおか学力アップ推進事業（県補助事業） 

・学ぶことに挑み続ける子どもを育む鍛ほめプロジェクト

事業 

・外国語指導助手業務委託 

・「ＧＩＧＡスクール構想」事業（国補助事業） 

 

  



 

 

●地域、家庭と連携した教育力の向上（学校教育課・こどもみらい課） 
コミュニティ・スクールなど地域住民との連携や、町内事業者における職場体験などの学習活動を積極的に推進します。 

宇美町こども教育総合支援センター（うみハピネス）を拠点として幼保小中が連携した教育施策を推進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・コロナ禍により活動は制限されたが、コミュニティ・ス

クールにおける活動を通じて開かれた学校づくりを推

進することができた。 

（学校教育課） 

・宇美町こども教育総合支援センター（うみハピネス）を

拠点として、幼保小中及び関係機関との連携した教育施

策の推進を図った。 

（こどもみらい課） 

・コロナ禍により活動は制限されたが、コミュニティ・ス

クールにおける活動を通じて開かれた学校づくりを継

続して推進することができた。 

・コロナ禍により職場に赴いた職場体験は実施できなかっ

たが、生徒の代表による職場インタビューやオンライン

での職場調べインタビューを実施することができた。 

（学校教育課） 

・宇美町こども教育総合支援センター（うみハピネス）に、

こどもみらい課、学校教育課が配置されているため、幼

保小中及び関係機関との連携した教育施策の推進を図

ることができた。 

（こどもみらい課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・コロナ禍で、職場体験が実施できなかった。 

・コミュニティ・スクールにおける活動内容（地域住民と

の連携）が制限されている現状がある。新型コロナウイ

ルス感染症の蔓延状況が刻々と変わる中で、ウィズコロ

ナでの活動をどのように展開してくかを早急に検討・決

定する必要がある 

（学校教育課） 

・こども療育センター・適応指導教室等について、宇美町

こども教育総合支援センター（うみハピネス）への拠点

化を進める必要がある。 

（こどもみらい課） 

・コミュニティ・スクールにおける活動内容（地域住民と

の連携）が制限されている現状が継続している中で実施

可能な内容から実施をしているが、地域住民の理解の

下、ウィズコロナでの活動をどのように展開してくかを

早急に検討・決定する必要がある 

・コロナ禍に対応した実施方法の工夫による学習は行われ

たが、体験的な学習の実施にあたっては、ウィズコロナ

での職場体験活動をどのように展開してくかを検討・決

定し、実施する必要がある。 

（学校教育課） 

・宇美町こども教育総合支援センター（うみハピネス）へ

関連施設の集約化を、計画的に進める必要がある。 

（こどもみらい課） 

関連する事業 

 

・コミュニティ・スクールの推進 

・町内事業者における職場体験 

（学校教育課） 

・こども療育センター事業 

・要保護児童対策地域協議会事業 

（こどもみらい課） 

・コミュニティ・スクールの推進 

・町内事業者における職場体験 

（学校教育課） 

・こども療育センター事業 

・要保護児童対策地域協議会事業 

（こどもみらい課） 

 

  



 

 

【基本目標３】 誰もが安心して暮らし、活躍できるまち(地域社会)をつくる 
 

数値目標 

Ｈ31 

（現況値） Ｒ２ Ｒ３ 
Ｒ４ 

（目標値） 
達成状況 

宇美町に住み続けたいと考える町民の割合 
62.1％ 

(H29) 

 

62.1％ 70.0％以上 Ｃ 

  

（総括） 

コロナ禍により、事業の実施が制限された施策においては、KPI の達成が困難となったが、共働事業提案制度では、行政提案型のテ

ーマを「新型コロナウイルス感染拡大の影響により、停滞した地域活動や町民活動団体の活性化、町に元気をうみ出す事業」として

募集し、５団体を採択して支援するなど、コロナ禍で必要とされる施策を実施し、KPI の達成につなげることができた。 

また、高等学校との連携事業や小学校区コミュニティ運営協議会の活動支援においても、コロナ禍の制限はあるものの、実施でき

ることはないか検討し実施することができている。 

また、道路交通網についての KPI は未達成であるが、町民の利便性の向上に向けて、地域交通の在り方についての協議・検討が進

んでいる。 

 引き続きウィズコロナとして、実施可能な施策の検討を行いながら、事業を進めるとともに、デジタル技術を活用した新たな取

組を取り入れていく必要がある。 

 

 

（1）共働の推進 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 
共働事業提案制度を活用した事業実施数

（3 年間累計） 

4 件 

（H30～H31） 
3 件 7 件 

6 件 

（R2～R6） 

② 
連携協定を結んだ高等学校との連携・協

力事項数 
14 14 14 増加 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  A 
共働事業提案制度（行政提案型）を募集し、町に元気をうみだす事業として 5 団体を採択した。結果、町民提案型

の 2 団体と合わせ、7団体の事業について活動の支援及び情報発信を行った。 

②  C ― 

 

  



 

 

●住民との共働（まちづくり課） 
各種計画の策定における委員の一般公募、ワークショップなどを活用し、町民がまちづくりに自主的・積極的に参加するための仕組みづくり

や体制づくりに取り組みます。 

共働事業提案制度（町民の多種多様なニーズや課題に対応し、町民の意見や発想を起点とした行政施策の推進を図るために実施するもの）な

どを活用し、多くの町民がまちづくりに参画できるようにします。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

3 団体と共働事業の実施を行った。コロナ禍により、3 団

体とも計画していた規模を縮小する形での実施となった。 

※3 団体 みんなの食堂（宇美手伝い隊）、ふれあい体験

創生事業（うみ・ふれあい農園）、情報誌発行・まわしよ

み新聞（うみっと） 

【共働事業提案制度】 

・共働事業提案制度は、町民活動団体提案型で 2団体採択

し、活動を支援した。 

(1)うみ・ふれあい農園 

ふれいあい体験創設事業 

(2)うみ・手伝い隊 

みんなの食堂 

 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、停滞した地 

域活動や町民活動団体の活性化、町に元気をうみ出す事 

業をテーマとした行政提案型を 5団体採択し、活動を支 

援した。 

(1)ＮＰＯ法人ふみの里スポーツクラブ 

 ふみスポ自治会公民館介護予防デリバリー事業 

(2)宇美町初心者バドミントンクラブ 

 うみバドミントン普及事業 

(3)宇美町商工会女性部 

 輝け！！うみ駅！！宇美駅にぎわいづくり事業 

(4)障子岳イルミネーション会 

  コロナに負けんばい！元気よ届け！障子岳イルミ

ネーション事業 

(5)宇美町薬用作物生産部会 

 宇美町の特産物を活用した地域活性化事業 

【第７次宇美町総合計画策定事業】 

 第７次宇美町総合計画の策定において、まちづくりト

ークカフェを実施し、参加者の公募を行った。 

６名の参加者から事前記入票を提出いただき、トークカ

フェにおける意見交換で、関心のある分野についての課題

や提案について意見を聴取することができた。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ禍により、町民活動そのものが停滞しているため、

今後一旦停滞してしまった町民活動を活性化させる方策

を検討していく必要がある。共働事業提案制度の行政提案

型を活用し、行政から町民活動の活性化を図ることを具体

的に検討していく。 

・令和 4年度は引き続き、町民活動団体の活性化、町に元

気をうみ出す事業をテーマとした行政提案型事業を実施

する。予定数を超える団体が応募されている。個々の団体

の活動状況を広く情報発信するとともにその活動を支援

していく必要がある。 

・まちづくりトークカフェで聴取した意見については、令

和４年度からの総合計画案の策定に活かしていく。 

 住民参画の仕組みや体制づくりについては、引き続き行

っていく必要がある。 

関連する事業 
宇美町共働事業提案制度 宇美町共働事業提案制度 

第７次宇美町総合計画策定事業 

 

 

  



 

 

●次代を担う若者との共働（学校教育課・まちづくり課） 
「宇美町・福岡県立宇美商業高等学校連携協定」に基づいた事業や、各団体等においてまちづくりに情熱をもって取り組んでいる若者と連携

した事業を行うことで、地域の活性化と郷土愛の醸成を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・コロナ禍により活動は制限されたが、ＩＣＴを活用した

活動（リモートによるそろばん教室・二分の一成人式の

実施）等新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を施し

た活動を展開することができた。 

（学校教育課） 

・ふくおか町村フェアについては、コロナ禍で中止となっ

たが、商品化された甘酒などをふるさと納税の返礼品と

して登録し、全国へＰＲすることができた。 

・地域コミュニティと宇美商業高校の生徒との連携は、コ

ロナ禍での計画の実施方法等について検討を行ってい

たが感染症拡大防止の観点から実施が困難であり、具体

的な取組は実施できなかった。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍により活動は制限されたが、そろばん教室を宇

美商業高校との連携協定に基づき、新型コロナウイルス

感染症拡大防止対策を施して実施することができた。 

（学校教育課） 

・宇美商業高等学校が町内事業者と連携して商品化した甘

酒などをまちづくり課Ｔｗｉｔｔｅｒにより情報発信

した。 

・地域コミュニティと宇美商業高校の生徒との連携は、コ

ロナ禍により、感染症拡大防止の観点から実施が困難と

なり、具体的な取組は実施できなかった。 

（まちづくり課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・コロナ禍で実施できない活動が多くあった。新型コロナ

ウイルス感染症の蔓延状況が刻々と変わる中で、どのよ

うに活動を展開してくか、ＩＣＴの活用を含め早急に検

討する必要がある。 

（学校教育課） 

・若者が地域やボランティア団体等の活動に参画できるよ

うコーディネートする必要がある。 

・地域コミュニティとの連携については、夏休みの移動図

書館などの地域と連携した事業が、コロナ禍により、実

施が困難となったため、今後の実施の検討や連携を継続

できるような取組が必要である。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍で実施できない活動が多くあった。新型コロナ

ウイルス感染症の蔓延状況が刻々と変わる中で、どのよ

うに活動が実施できるかを見極めながら実施する必要

がある。 

（学校教育課） 

 

・地域コミュニティと宇美商業高校の生徒との連携が、 

コロナ禍により、感染症拡大防止の観点から実施が困 

難となり、具体的な取組は実施できなかった。 

（まちづくり課） 

関連する事業 

・「宇美町・福岡県立宇美商業高等学校連携協定」に基づ

いた事業 

（学校教育課） 

・福岡町村フェア 

・ふるさと宇美町応援寄附事業 

・地域コミュニティ推進事業 

（まちづくり課） 

・「宇美町・福岡県立宇美商業高等学校連携協定」に基づ

いた事業 

（学校教育課） 

・地域コミュニティ推進事業 

（まちづくり課） 



 

 

（2）地域コミュニティの活性化 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ２ Ｒ３ 

Ｒ４ 

（目標値） 

① 

「地域コミュニティ活動・ボランティア

活動に現在参加しており、今後も参加し

たい」と回答した町民の割合 

15.7％ 

（H29） 

 

14.0％ 20.7％ 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  Ｃ ― 

 

●小学校区を範囲とした地域コミュニティづくり（まちづくり課・健康福祉課） 
小学校区コミュニティ運営協議会と関係機関とのネットワーク化を図ることで、誰もが安心して暮らすことができる地域づくりを促進しま

す。 

小学校区コミュニティ運営協議会における活動では、子どもから高齢者までがそれぞれの役割を持って活動に取り組めるよう、世代間交流、

生きがいの創出、活躍の場の提供になるよう活動を支援します。 

また、介護予防教室や健康診断を小学校区単位で実施することで、地域コミュニティを拠点とする健康・福祉の体制を確立します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

コロナ禍により、介護予防教室などの事業が実施できなか

ったが、安心安全なまちづくりを目指している登下校時の

見守りや青色回転灯パトロールカーによる巡回は全校区

で実施できた。また、防災面では在宅訓練という通常とは

違ったテーマで実施し、ＹｏｕＴｕｂｅ配信を行うなど、

コロナ禍の厳しい状況でできる活動を検討実施できた。 

                 （まちづくり課） 

・地域づくりコーディネーターを中心に、小学校区コミュ 

ニティ運営協議会の活動を支援した。新型コロナウイル 

ス感染症拡大の影響により、企画していた世代間交流の 

事業が実施できなかった地域と、県内の感染状況に応じ 

て、感染防止に努めながら、どんと焼きや凧上げなどを 

実施できた地域もあった。 

（まちづくり課） 

 

・コロナ禍により事業を中止していたが、11 月から各事業 

を再開した。なお、再開にあたっては事前に地域コミュ 

ニティ活性化委員会で協議をして感染予防対策を十分 

とったうえで実施した。 

・介護予防教室は、開催時期について関係者（福祉サポー

ター、自治会長、コミュニティ会長等）と話し合い、事

前にシミュレーションを行ってから再開した。教室開催

当日、参加者同士の再会を喜び合う姿がみられた。 

・スロージョギング教室は、各コミュニティ単位で 1 校区

につき前期 5 回、後期 1回の教室を実施した。参加者か

らは「歩くときに足が軽くなった。」と効果を示す発言

があった。 

（健康福祉課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・コロナ禍により、今後も活動が困難な状況であるため、

コロナ禍でもできる事業を検討しながらも、コロナ後に

これまでの地域コミュニティで行った地域づくりが継

続していけるよう、今後に向けた検討協議を実施してい

く必要がある。 

（まちづくり課） 

・コロナ禍における感染予防対策をとったうえでの地域に

おける教室や健診等の開催について、コミュニティ会長

をはじめ、福祉ボランティアや自治会長等と充分議論し

ながら取り組めるように働きかけることが必要。 

（健康福祉課） 

・ワクチン接種の浸透や感染防止対策により、地域におけ

る世代間交流の活動を取り組むことができるようにな

ってきた。今後も変異株の発生により活動が困難な状況

になることが予想されるが、継続して地域コミュニティ

の活動ができるように支援をしていく必要がある。                               

（まちづくり課） 

・外出自粛期間における心身機能の衰えで、事業に参加で

きなくなった方もいたため、電話や訪問等個別の働きか

けを行うことで介護予防を図る必要がある。 

・事業の再開時期や集客方法（広報・ホームページ、個別

電話等）など、コニュニティ会長、自治会長等関係者と

密に連絡を取り合い実施することが必要である。 

・実施内容が決定したら、早期に住民への周知を徹底する

必要がある。 

（健康福祉課） 

関連する事業 

・地域コミュニティ推進事業 

（まちづくり課） 

・介護予防教室 

・健康診査、がん検診 

・スロージョギング教室 

（健康福祉課） 

・地域コミュニティ推進事業 

（まちづくり課） 

・介護予防教室 

・健康診査、がん検診 

・スロージョギング教室        

（健康福祉課） 

 



 

 

（3）町民の利便性の向上 

 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 
「道路交通網の充実」施策に満足してい

る町民の割合 

24.2％ 

（H29） 

 道路網 

21.4％ 

交通網 

28.9％ 

29.2％ 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  Ｃ 

渋滞緩和や町の発展のためにも道路交通網の整備は必須であり、計画的に事業を進めていく必要がある。しかしな

がら、コロナ禍の影響により事業が停滞しているのが現状である。コロナ禍でも着実に推進する手法を模索し、対

応していくことが求められる。 

 

●公共交通機関の維持、利便性の向上（まちづくり課） 
町民の日常生活に不可欠なＪＲや西鉄バスなどの公共交通機関を維持するとともに、福祉巡回バス（ハピネス号）の運行による利便性の向上

に努めます。また、本町における公共交通に関するデータ収集・分析に努め、地域交通の在り方についての検討を進めます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

西鉄バスや町内タクシー事業者等との意見交換や協議を

進めるとともに、先進自治体等の情報収集を行い、今後の

検討を行った。 

先進自治体（宗像市日の里地区）のオンデマンドバス運

行状況を議会・地域コミュニティの代表と視察し、情報収

集を行った。 

令和３年１１月、地域公共交通会議を設置して、福祉巡

回バス「ハピネス号」の見直しに伴う運行態様について、

オンデマンドバス導入を視野に入れた協議を行い、利用者

等アンケートを実施し、導入実現に向けた一定の方向性を

決定した。（地域交通会議３回開催） 

令和５年２月の導入に向けて、令和４年度予算に、オン

デマンドバス導入関連事業費を計上した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

福祉巡回バスの見直しについて、具体的な方針を示すとと

もに、関係機関との調整や利用者をはじめとした住民との

合意形成に取り組み、令和 4 年度当初予算に関連経費を計

上する必要がある。 

オンデマンドバスの導入に向けて、地域コミュニティ、公

共交通事業者等関係機関との調整や町民への周知を丁寧

に行う必要がある。 

関連する事業 
宇美町福祉巡回バス「ハピネス号」運行事業 ・宇美町福祉巡回バス「ハピネス号」運行事業 

・地域交通環境整備事業（地域公共交通会議） 

 

●計画的な都市整備の推進（都市整備課） 
都市計画マスタープランに基づいた都市整備を計画的に実施します。特に道路については、県や関係機関との協議を行い、道路整備を確実に

進めます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・コロナ禍により、都市計画（用途地域等）の見直し案に

係る関係者説明会が実施できなかった。 

・都市計画道路志免宇美線道路建設促進期成会の積極的な

要望活動により、事業進捗に必要な交付金を確保でき

た。 

・前年度に引き続き、コロナ禍の影響で、都市計画（用途

地域等）の見直し案に係る関係者説明会が実施できなか

った。 

・都市計画道路志免宇美線の関係機関との協議が完了し、

事業の遅れを取り戻すための目途が立った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

・コロナ禍の状況を見極めて上記の説明会を実施し、町民

の意見を見直し案に反映させて、計画決定までの手続き

を進める。 

・コロナ禍の影響により期成会の活動にも制約があるが、

状況に応じた要望活動を展開し事業進捗に必要な交付

金を確保していく必要がある。また、令和 8 年度供用開

始に向けて遅れを取り戻すため、より綿密に福岡県や志

免町と連携し事業の推進を図る。 

・開催できていない上記説明会を早期に実施し、関係者か

らの意見等を見直し案に反映させ、当該見直し案を宇美

町の都市計画決定とするための手続きを進める。 

・事業進捗に必要な交付金を確保するために、都市計画道

路志免宇美線道路建設促進期成会の積極的に要望活動

を推進する。 

 

関連する事業 
用途地域指定区域外土地利用方針検討事業 

都市計画街路整備事業 

用途地域指定区域外土地利用方針検討事業 

都市計画街路整備事業 

 

  



 

 

（4）循環型社会の構築 
 

ＫＰＩ 

Ｈ31 

（現況

値） 

Ｒ2 Ｒ3 
Ｒ4 

（目標値） 

① 年間のもえるごみの収

集量（事業所含む） 

7,757.51

ｔ 

7936.36 

t 
令和 4 年 5 月頃判明 減少 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

① C 

令和 2 年度、3年度において新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響を受け、リモートワークなど社会生活変

化による在宅時間の増により、もえるごみの収集量は顕著に増えている。これら新型コロナウイルス感染症対策な

ど様々な社会状況により影響されるところがあり、今後も在宅時間等が増加することにより、ごみ収集量も増加す

ることが考えられる。 

 

 

●ごみの再利用、減量化（環境農林課） 
ごみの分別ルールの徹底及び減量化の促進を図るための啓発活動に取り組むとともに、町民や事業者の自主的な４Ｒ運動の促進を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

広報やホームページを活用し啓発活動を行った。 

開発行為については、住宅販売者からごみ分別ルール等を

住宅購入者に説明するようお願いしている。 

広報・ホームページなどによる啓発活動を行った。 

11 品目の分別収集において、的確な収集ができた。 

町民の不用品を「ゆずります」・「ゆずってくださ

い」情報として、広報の「いきいきリサイクル」に掲載

し、ごみ減量及び４Ｒ運動の推進を行った。 

 

課 題 

（及び解決の方策） 

現状の状況を踏まえ、今後とも広報やホームページを通

じ、ごみ分別ルールや減量化の啓発に取り組んでいく。 

 近年のアパート建築増加による、新規居住者のごみ分別

ルール守られず共同集積所のごみが収集できない箇所が

見受けられる。個別に管理会社へ連絡し改善を図っている

が居住者の意識改革に時間を要している。また、特定地域

でのごみ分別ルールが守られていない。今後とも、更なる

ごみ分別ルールや減量化の啓発に取り組んでいく。 

関連する事業 
ごみ減量・リサイクル推進事業 ごみ減量・リサイクル推進事業 

 

 

●食品廃棄物の削減(環境農林課) 
飲食店での 30・10 運動の普及や、家庭での食品ロス削減に向けた啓発活動を推進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

コロナ禍により、各種講座が開催されていない。広報や

ホームページによる啓発活動のみ実施した。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、各種講座

を開催出来ていない。広報やホームページによる啓発活

動のみ実施した。 

課 題 

（及び解決の方策） 

30・10 運動や食品ロスについては、非常に重要な問題

だと認識している。これらの取組みにおいては、町商工

会飲食店組合を通じて、30・10 運動や食品ロス削減に向

けた啓発活動を推進していく。更に、国の啓発活動に併

せて町からも情報発信を行い、関係課と連携を図りこれ

らの諸問題を軽減していく活動を行う。 

特に食品ロスについては、先進国の問題でもあり、食

品販売側に於ける、無駄のない販売方法等を画策し、消

費者も無駄のない買い物を心がけるよう啓発活動を推進

する。 

これらの課題においては、全国的な社会問題として認

識している。当課としても町商工会飲食店組合を始めと

し、関係課や食糧販売店などと連携を取り合いこれらの

諸問題を軽減していく活動を行う。 

 

関連する事業 
ごみ減量・リサイクル推進事業 ごみ減量・リサイクル推進事業 

  



 

 

（5）安全安心に暮らせるまちづくり 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 
災害時の避難路・避難場所を知っている

町民の割合 

75.6％ 

（H29） 

 
83.1％ 90.0%以上 

② 宇美町内の刑法犯罪認知件数 132 件 120 件 143 件 減少 

③ 宇美町内の交通事故発生件数 130 件 90 件 103 件 減少 

 

ＫＰＩの達成状況 補足 

①  Ｃ 

校区ごとに実施している防災訓練（避難訓練）や防災ハザードマップ・防災ハンドブック等を活用した防災出前講

座の開催など、家庭や地域においての防災意識を高める取り組みや広報誌への掲載、啓発活動等により認知度を上

げることができた。令和 4 年 2月に改訂した小学校区ごとの防災ハザードマップを全戸配布したことで、さらなる

認知度の向上が見込まれる。 

②  Ｃ 
R2 はコロナ禍による生活行動範囲の制限の影響で刑法犯罪認知件数が減少したものの、制限解除とともにＲ3 では

増加してしまったと推測される。 

③  Ｃ 
R2 はコロナ禍による生活行動範囲の制限の影響で交通事故発生件数が減少したものの、制限解除とともにＲ3 では

増加したと推測される。 

 

●防災対策の充実（危機管理課） 
土砂災害ハザードマップ等を活用した啓発・情報提供を充実させるとともに、小学校区コミュニティ運営協議会や自治会等による防災訓練の

充実を支援します。 

小学校区コミュニティ運営協議会や自治会、関係機関と連携して、避難行動要支援者の把握及び情報共有、地域での見守り活動など、横断的

な支援体制の確立を図ります。 

消防団の重要性などに関する町民意識の啓発を図りながら、団員確保対策の強化や研修・訓練の充実による団員の能力の向上など、消防団活

性化対策を推進します。 

福岡都市圏市町で連携したオープンデータの公表を積極的に行い、民間企業の避難所アプリ等の運用を促進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・コロナ禍により、ほとんどの小学校区コミュニティ運営

協議会や自治会が町や関係機関と連携して、防災訓練実

施のための計画の協議や、参集訓練を実施することがで

きない状況だったが、一部の小学校区コミュニティ運営

協議会では、工夫しながら防災の取組を行った。（ＳＮ

ＳやＹｏｕＴｕｂｅを活用した防災についての情報発

信、地域での在宅避難訓練の実施とアンケートの集約な

ど） 

・うみ広報、ホームページ、ＳＮＳ等を活用し、出水期に

向けての啓発や消防団のＰＲを行った。 

・コロナ禍により、難しい面でありながらも各小学校区コ

ミュニティ運営協議会を中心とした防災会議等におい

て、改訂した土砂災害ハザードマップや防災ハンドブッ

クなどにより啓発・情報提供を図った。参集訓練を実施

することができない状況だったが、一部の小学校区コミ

ュニティ運営協議会では、工夫しながら防災の取組を行

った。（ＳＮＳやＹｏｕＴｕｂｅを活用した防災につい

ての情報発信、地域での在宅避難訓練の実施とアンケー

トの集約など） 

・うみ広報、ホームページ、ＳＮＳ等を活用し、出水期に

向けての啓発や消防団のＰＲを行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

・今後もコロナ禍の影響により、会議等の開催が難しい状

況が予測されるため、会議等の開催や情報発信の方法を

工夫するとともに、コロナ禍にあっても地域の実情に応

じた取り組みを行う必要がある。 

・出水期に向けた啓発、災害時の迅速かつ正確な情報、消

防団の重要性に関する啓発等について、様々な情報媒体

の活用を図り広く情報発信を引き続き行う必要がある。 

・今後もコロナ禍の影響により、会議等の開催が難しい状

況が予測されるため、会議等の開催や情報発信の方法を

工夫するとともに、コロナ禍にあっても地域の実情に応

じた取り組みを行う必要がある。 

・出水期に向けた啓発、災害時の迅速かつ正確な情報、消

防団の重要性に関する啓発等について、様々な情報媒体

の活用を図り広く情報発信を引き続き行う必要がある。 

関連する事業 
・消防団活動支援事業 

・防災対策事業 

・消防団活動支援事業 

・防災対策事業 

 

 

  



 

 

●地域防犯活動への支援（危機管理課、都市整備課） 
各自治会や事業所、小・中学校ＰＴＡなどによる自主的な地域・学校などの安全活動を促進し、町ぐるみの防犯活動の体制強化を図ります。 

自治会との連携により、必要な箇所への防犯灯の整備を進めるとともに、適切な維持管理に努めます。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

・自主防犯組織による青色回転灯パトロールカーでの町内

巡回をコロナ禍の中、できる範囲で行った。消費者トラ

ブルに関する事案等を広報誌に掲載することで注意喚

起を行った。 

（危機管理課） 

・自治会との連携により、必要な箇所への防犯灯の整備、

適切な維持管理を図った。 

（都市整備課） 

・自主防犯組織による青色回転灯パトロールカーでの町内

巡回をコロナ禍の中であるが、できる範囲で行った。消

費者トラブルに関する事案等を広報誌に掲載したり、高

等学校へ啓発グッズを配布することで注意喚起を行っ

た。 

（危機管理課） 

・自治会との連携により、必要な箇所への防犯灯の整備、

適切な維持管理を図った。 

（都市整備課） 

課 題 

（及び解決の方策） 

・今後もコロナ禍のため、防犯活動の制限が予測されるの

で、関係機関との連携を図りながら情報の発信等をするこ

とで注意喚起を行い、防犯活動の体制強化が図られるよう

に努めていく必要がある。（危機管理課） 

・今後も引き続き、自治会との連携により、防犯灯の整備

（ＬＥＤ化）を進めていく必要がある。（都市整備課） 

・今後もコロナ禍のため、防犯活動の制限が予測されるの

で、関係機関との連携を図りながら情報の発信等をする

ことで注意喚起を行い、防犯活動の体制強化が図られる

ように努めていく必要がある。 

（危機管理課） 

・今後も引き続き、自治会との連携により、防犯灯の整備

（ＬＥＤ化）を進めていく必要がある。 

（都市整備課） 

関連する事業 

・防犯対策事業・青少年健全育成事業 

・かすや中南部広域消費生活センター事業 

（危機管理課） 

・防犯灯整備事業 

（都市整備課） 

・防犯対策事業・青少年健全育成事業 

・かすや中南部広域消費生活センター事業 

（危機管理課） 

・防犯灯整備事業 

（都市整備課） 

 

 

●交通安全活動への支援（危機管理課） 
交通事故の発生を防止するため、粕屋警察署や交通安全協会宇美支部等の関係機関と連携して、子どもから高齢者まで、年齢層に応じた交通

安全教育を実施します。 

飲酒運転撲滅や子ども・高齢者の事故防止を目的とした街頭啓発、交通安全啓発用幕の設置などのＰＲを通じて、町民の交通安全意識の高揚

を図ります。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

年 4 回（春、夏、秋、年末）の交通安全県民運動期間中に

ＪＲ宇美駅にて、交通安全街頭啓発キャンペーンをコロナ

禍のため規模を縮小して行った。 

年 4 回（春、夏、秋、年末）の交通安全県民運動期間中に

ＪＲ宇美駅前にて、交通安全街頭啓発キャンペーンをコロ

ナ禍のため規模を縮小して行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

今後もコロナ禍で活動の制限が予測されるので、関係機関

との情報の共有化に努め、飲酒運転撲滅や事故防止を目的

とした街頭啓発等をできる範囲で行い、町民の交通安全意

識の高揚を図る必要がある。 

今後もコロナ禍で活動の制限が予測されるので、関係機関

との情報の共有化に努め、飲酒運転撲滅や事故防止を目的

とした街頭啓発等をできる範囲で行い、町民の交通安全意

識の高揚を図る必要がある。 

関連する事業 
・交通安全対策事業 ・交通安全対策事業 

  



 

 

（6）芸術・文化・スポーツ活動の推進 
 

ＫＰＩ 
Ｈ31 

（現況値） 
Ｒ2 Ｒ3 

Ｒ4 

（目標値） 

① 

生涯学習活動（趣味や文化・スポーツ活動

等）をした町民の割合（「ほぼ毎日」「週

に数回」「月に数回」の合計） 

25.2％ 

 

29.1％ 40.0％ 

 

ＫＰＩの達成状況 

 
補足 

① Ｃ 
新型コロナウイルス感染症拡大防止策に伴い、各種事業の中止や施設の臨時閉館が相次ぎ、生涯学習活動（趣味や

文化・スポーツ活動等）が実施できなかった。この点が、目標値達成に向けて大きな支障となった。 

 

●芸術・文化活動の推進（社会教育課） 
宇美町文化協会と共催する町民文化のつどい事業等を通じて、町民が芸術・文化活動に勤しみ、触れることができる活動を促進します。 

地域コミュニティが実施する芸術・文化活動を支援します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

コロナ禍により、町民文化のつどいなどの集客イベントは

中止となったが、新たな取り組みとして、町立中央公民館

ロビーでの芸術作品展示活動、ＳＮＳへの情報発信など、

新たな芸術文化活動の推進に取り組むことができた。ま

た、新型コロナウイルス感染拡大防止に係る「新しい生活

様式」等への対応を図る観点から、地方創生臨時交付金を

活用し、社会教育施設におけるリモート映像の配信、Ｗｉ

－Ｆｉ設備などの環境整備を行った。 

糟屋地区美術展（新宮町）と福岡１ブロック芸術文化の

つどい（須恵町）は開催されたものの、コロナ禍のため、

町民主体の事業である「宇美町民文化のつどい」などの町

の事業は、令和２年度同様中止となった。しかし、前年度

同様、展示活動や体験学習を実施し鑑賞機会の充実に取り

組んだ。さらに、前年度に引き続き、町の広報誌やホーム

ページ等を活用し、芸術・文化団体（文化協会等）の広報

活動の支援やホームページやＳＮＳによる情報発信を行

った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ禍が長引く状況下においても実施可能な事業を継

続して行うとともに、関係団体とともに社会情勢に即した

取り組みを検討していく必要がある。 

引き続き､広報活動等の支援を行うとともに、各種芸術・

文化事業（町民文化のつどいなど）との連携について、参

加者数の増加に向けた検討を行う必要がある。また、広報

誌やホームページを活用した広報活動等の支援を行うと

ともに、芸術・文化団体（文化協会等）と町民文化のつど

いなど各種芸術・文化事業との関わり方や運営方法を検討

することで、芸術・文化団体への加入者数の増加に向けた

取組を行う必要がある。 

関連する事業 

・町民文化のつどい事業 

・宇美町文化協会支援事業 

・芸術文化活動推進事業 

・町民文化のつどい事業 

・宇美町文化協会支援事業 

・芸術文化活動推進事業 

 

 

●スポーツ活動の推進（社会教育課） 
町民が気軽に参加できる各種スポーツ大会を検討するとともに、スポーツ施設等の情報提供を行い、スポーツ活動を推進します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 

取組と成果 

コロナ禍により、各種スポーツ大会の中止やスポーツ施

設の臨時休館など、スポーツ活動推進事業が通常通り実

施できなかったが、宇美町スポーツ推進計画を策定し、

町民の運動・スポーツの推進、健康づくりや生涯スポー

ツの環境づくりの実現を目指して、今後 5 年間（令和 3

年度から令和 7 年度まで）のスポーツ推進の方向性を示

すことができた。 

「宇美町スポーツ推進計画」（令和３年３月策定）に基

づき、町のスポーツ推進に取り組むため、宇美町スポー

ツ推進審議会を開催した。また、スポーツ関係団体と町

民参加型のスポーツ事業の見直し・検討を行った。さら

に、前年度に引き続き、スポーツの振興を図るため、ホ

ームページやＳＮＳによる情報発信を行った。 

課 題 

（及び解決の方策） 

コロナ禍が長引く状況下においても実施可能な事業を継

続して行うとともに、関係団体と共に社会情勢に即した

取り組みを検討していく。また、ＳＮＳなどへの情報発

信を推進していく必要がある。 

「宇美町スポーツ推進計画」に基づいた取組を実施す

るため、スポーツ推進審議会において協議を行い、町民

の自主的なスポーツ活動の活性化を図るため、各団体と

のさらなる連携を図る必要がある。さらに、障がいの有

無にかかわらず、多世代の町民が誰でも気軽に参加でき

るようなスポーツ振興事業にさらに取組む必要がある。 

また、新たなスポーツ推進のための仕組みづくりに取

り組むとともに、町のスポーツ情報を一元化し、誰にで

もわかりやすい情報提供環境を整える必要がある。 

関連する事業 

・スポーツ振興事業 

・宇美町スポーツ協会 

・スポーツ少年団支援事業 

・スポーツ振興事業 

・宇美町スポーツ協会 

・スポーツ少年団支援事業 

 
 


